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税
制
改
正
で

　
　

税
額
は
ど
う
変
わ
る？

　
　

月
号
で
、
税
源
移
譲
に
伴
う
税
制
改
正
な
ど
に
つ
い
て
お
知
ら

１２
せ
し
ま
し
た
。

　

今
月
号
で
は
、
改
正
に
よ
っ
て
市
県
民
税
と
所
得
税
の
税
額
が
ど

の
よ
う
に
変
わ
る
か
、
モ
デ
ル
ケ
ー
ス
に
よ
り
、
そ
の
変
化
の
目
安

を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

　
　
　

国
か
ら
地
方
へ
の　

　
　
　

税
源
移
譲

　

地
方
自
治
体
が
自
主
性
を
発
揮

し
、
よ
り
身
近
な
行
政
サ
ー
ビ
ス
を

行
う
た
め
に
進
め
ら
れ
て
い
る
国
の

三
位
一
体
改
革
。そ
の
一
環
と
し
て
、

国
税
の
所
得
税
か
ら
地
方
税
の
市
県

民
税
へ
３
兆
円
の
税
源
移
譲
が
行
わ

れ
ま
す
。（
図
①
）

〔
変
更
点
〕

１
、
市
県
民
税
の
所
得
割
の
３
段
階

の
税
率
が
、
平
成　

年
６
月
分

１９

か
ら
一
律　

％
に
統
一
。

１０

２
、
所
得
税
の
４
段
階
の
税
率
が
、

平
成　

年
１
月
分
か
ら
６
段
階

１９

に
細
分
化
。

　

こ
れ
に
よ
り
所
得
税
と
市
県
民
税

の
税
額
が
変
わ
り
ま
す
が
、
人
的
控

除
の
差
に
応
じ
た
市
県
民
税
の
減
額

措
置
（
調
整
控
除
）
に
よ
っ
て
、
納

税
者
の
「
所
得
税
＋
市
県
民
税
」
の

負
担
額
は
、
税
源
移
譲
の
前
後
で
基

本
的
に
は
変
わ
り
ま
せ
ん
。

　
　
　

定
率
減
税
の
廃
止

　

定
率
減
税（
算
出
税
額
か
ら
差
し

引
く
定
率
控
除
額
）が
、市
県
民
税
は

平
成　

年
度
か
ら
、所
得
税
は
平
成

１９

　

年
分
か
ら
廃
止
さ
れ
ま
す
。（
図
②
）

１９

　
　
　

老
年
者
非
課
税　

　
　
　

措
置
の
廃
止

　
　

歳
以
上
で
、
前
年
の
合
計
所
得

６５
金
額
が
１
２
５
万
円
以
下
の
人
の
非

課
税
措
置
が
平
成　

年
度
で
廃
止
さ

１７

れ
ま
し
た
。

　

た
だ
し
、
急
激
な
税
負
担
増
を
緩

和
す
る
た
め
、
平
成　

年
１
月
１
日

１７

現
在
に
お
い
て
、　

歳
以
上
で
前
年

６５

の
合
計
所
得
金
額
が
１
２
５
万
円
以

下
の
人
に
対
す
る
経
過
措
置
が
あ
り

ま
す
。（
表
①
）
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３,０００円２,０００円１,０００円市民税
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※県民税均等割には「おかやま森づくり県民税」を含んでいます。
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税源移譲による税負担の増加はありませんが、定率減税の廃止等
により負担増となります。
　税負担の目安は次のとおりです。

年金収入の人の場合

夫（７０歳）、妻（６５歳）の２人暮らしで、妻は夫の扶養。年金収入２６０万円で社会保険料控除を
１８万円として算定。

給与収入の人の場合

夫婦と子供２人の４人世帯で、妻と子供は夫の扶養。給与収入を３００万円、４００万円、５００万円
として、それぞれ、子供１人は特定扶養（１６歳～２２歳）で、社会保険料控除を給与収入の１０％
として算定。

※納付方法によって、税源移譲に伴う改正の影響の出る時期に違いがあります。

　給与所得者や年金受給者などの源泉徴収されている人は、多くの場合、平成１９年１月からの所得税

負担の減少が先行し、市県民税負担は平成１９年６月から増加となります。

　一方、事業主など確定申告等をしている人は、平成１９年６月からの市県民税負担の増加が先行し、

所得税負担は平成２０年２～３月の確定申告（平成１９年分）から減少となります。

 ■問い合わせ　税務課市民税係��０２１４

負担増減
１９年度

　※所得税は
　　１９年分

１８年度
　※所得税は
　　１８年分

区　分年金収入
定率減税廃止分税源移譲分

２,１００円２３,０００円２５,１００円５５,５００円３０,４００円市県民税

２６０万円 ４,６００円△２３,０００円△１８,４００円２３,０００円４１,４００円所 得 税

６,７００円０円６,７００円７８,５００円７１,８００円合 計

例1

例2

負担増減
１９年度

　※所得税は
　　１９年分

１８年度
　※所得税は
　　１８年分

区　分給与収入
定率減税廃止分税源移譲分

７００円０円７００円１３,５００円１２,８００円市県民税

３００万円 ０円０円０円０円０円所 得 税

７００円０円７００円１３,５００円１２,８００円合 計

３,１００円２４,５００円２７,６００円７０,０００円４２,４００円市県民税

４００万円 ４,９００円△２４,５００円△１９,６００円２４,５００円４４,１００円所 得 税

８,０００円０円８,０００円９４,５００円８６,５００円合 計

５,７００円５９,５００円６５,２００円１４０,０００円７４,８００円市県民税

５００万円 １１,９００円△５９,５００円△４７,６００円５９,５００円１０７,１００円所 得 税

１７,６００円０円１７,６００円１９９,５００円１８１,９００円合 計


